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我が国の生産年齢人口の推移
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（出典）２００２年は総務省統計局「人口推計（２００２年１０月１日人口推計）」
　　　　 ２０１５年及び２０２５年は、国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（２００２年１月推計）」

労働力人口の推移
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（資料出所） 2002年は総務省統計局「労働力調査」
　　　　　　　  2015年及び2025年は、厚生労働省職業安定局推計（2002年７月）
　　　　（注）  推計値については、概数で表示しているため、各年齢区分の合計と年齢計とは必ずしも一致しない。
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（資料出所）国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（２００２年１月推計）」
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定年制等の状況
１ 60歳定年については、高年齢者雇用安定法により平成10年４月から義務化された。

(資料出所)厚生労働省「雇用管理調査」

２ 継続雇用制度（定年、勤務延長制度、再雇用制度）等により少なくとも65歳まで働
ける場を確保する企業は約７割となっているが、そのうち希望者全員を対象とする者

は約３割となっている。

● 65歳までの雇用を確保する企業割合

(資料出所)厚生労働省「雇用管理調査」(平成16年)より算出

8.5%

27.8%

<96.8%>
(100%) 60～64歳定年企業

うち原則として希望者
全員を対象とする企業
（15.3%）

91.5%
<100%>

 <　　> 内は定年制を有している企業を100%とした場合の割合
（　　）内は一律定年制を有している企業を100％とした場合の割合
　※　事業規模30人以上の企業が調査対象

　　〔注１〕　職種別その他の定年制を採用している企業についても、65歳までの雇用を確保する企業が若干存在する。
　　〔注２〕　65歳を超える定年企業も若干存在する。　

<3.2%〔注１〕>
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 有効求人倍率の動向 （単位：倍）

7月 8月 9月

0.75 0.79 0.84
(0.83) (0.83) (0.84)

0.95 0.87 1.06 1.28 1.38 1.47

0.72 0.59 0.71 0.82 0.85 0.89

0.97 0.79 0.90 1.02 1.09 1.13

0.40 0.34 0.41 0.52 0.56 0.60

0.20 0.19 0.20 0.26 0.28 0.30

0.12 0.20 0.23 0.32 0.35 0.39

60～64歳 0.09 0.14 0.17 0.22 0.24 0.27

0.25 0.26 0.31 0.39 0.42 0.46

（資料出所）厚生労働省「職業安定業務統計」

（注）(　)内は季節調整値。

 完全失業率の動向 （単位：％）

7月 8月 9月

4.8 4.7 4.6
(4.9) (4.8) (4.6)

[340] [359] [350] [318] [314] [309]

9.6 9.9 10.1 9.4 9.6 9.4
[ 70] [ 69] [ 68] [ 62] [ 64] [ 61]

4.9 5.3 5.3 4.8 5.0 4.9
[140] [152] [151] [139] [143] [140]

3.7 4.1 3.9 3.5 3.2 3.3
[ 83] [ 92] [ 86] [ 76] [ 70] [ 71]

3.5 4.0 3.7 3.5 3.0 3.1
[ 57] [ 63] [ 55] [ 50] [ 43] [ 44]

4.1 4.5 4.5 3.6 3.7 3.7
[ 26] [ 29] [ 31] [ 26] [ 27] [ 27]

5.1 4.8 4.9 3.9 3.6 3.8
[ 47] [ 45] [ 46] [ 39] [ 36] [ 37]

8.1 7.7 7.5 6.3 5.8 5.8
[ 35] [ 34] [ 34] [ 30] [ 28] [ 28]

10.3 9.7 9.2 7.4 7.3 7.5
[ 28] [ 27] [ 26] [ 22] [ 22] [ 22]

4.1 4.3 4.2 3.6 3.3 3.4
[130] [137] [132] [115] [106] [108]

（資料出所）総務省「労働力調査」

（注）(　)内は季節調整値。[　]内は完全失業者数(万人)｡

45歳以上

55～59歳

60歳以上

60～64歳

60～64歳男性
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年 齢 計
5.0 5.4

15～24歳

25～44歳

45～59歳

5.3

平成13年 平成14年 平成15年

55～59歳

60歳以上

45歳以上

24歳以下

25～34歳

35～44歳

45～54歳

平成16年

平成16年

平成13年 平成14年 平成15年

年 齢 計 0.59 0.51 0.62
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年齢階級別非自発的失業者数

平成15年平均 (万人）

計 １５～２９歳 ３０～４４歳 ４５～５９歳 ６０歳以上

146 26 37 49 34
( 100.0%) ( 17.8%) ( 25.3%) ( 35.8%) ( 21.9%)

（資料出所）労働力調査

（注）カッコ内は構成比

失業期間別失業者数（構成比）

平成15年平均 （％）

３か月未満
３か月～
６か月未満

６か月～
１年未満

１年以上

総   数 32.9 16.0 17.1 33.7

　15～24歳 41.2 16.2 17.6 25.0

　25～34歳 35.4 17.7 16.7 30.2

　35～44歳 32.7 14.5 16.4 36.4

　45～54歳 27.3 16.4 16.4 38.2

　55～64歳 26.6 15.6 18.8 37.5

　65歳以上 16.7 16.7 16.7 50.0

（資料出所）労働力調査

非自発的
失業者
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（万人）

賃金・給料が
希望と合わな
い

勤務時間・休
日等が希望と
合わない

求人の年齢と
自分の年齢
が合わない

自分の技術
や技能が求
人要件に満
たない

希望する種
類・内容の仕
事がない

条件にこだわ
らないが仕事
がない

その他

24 27 78 22 109 38 49
(6.9) (7.8) (22.5) (6.3) (31.4) (11.0) (14.1)

5 5 2 6 30 8 12
(7.4) (7.4) (2.9) (8.8) (44.1) (11.8) (17.6)

8 11 3 9 39 9 16
(8.4) (11.6) (3.2) (9.5) (41.1) (9.5) (16.8)

5 7 10 4 15 5 9
(9.1) (12.7) (18.2) (7.3) (27.3) (9.1) (16.4)

4 2 23 2 12 6 6
(7.3) (3.6) (41.8) (3.6) (21.8) (10.9) (10.9)

3 1 33 2 11 8 5
(4.8) (1.6) (52.4) (3.2) (17.5) (12.7) (7.9)

0 0 6 0 1 3 1
(0.0) (0.0) (54.5) (0.0) (9.1) (27.3) (9.1)

（注）カッコ内は構成比（％）。

（出典）総務省「労働力調査」（平成１５年）

３５～４４歳

４５～５４歳

５５～６４歳

６５歳以上

失業者が仕事に就けない理由

計

１５～２４歳

２５～３４歳
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50～54歳 55～59歳 60～64歳 65歳以上

男 96.3 93.8 71.2 31.1

女 67.7 58.1 39.2 13.2

男 86.5 77.3 56.5 17.7

女 74.0 61.6 42.4 9.7

男

女

男 85.2 70.5 16.7 1.6

女 65.6 52.1 15.5 1.1

男 90.0 76.8 32.0 4.5

女 72.4 57.2 14.6 1.7

男 89.0 83.2 58.9 －

女 85.0 79.5 49.8 －

（資料出所） ILO.Year Book of Labour Statistics.
日本は総務省「労働力調査」（２００２年）

労働力率：15歳以上人口に占める労働力人口の割合
労働力人口
　日本：就業者と完全失業者の合計
　アメリカ：労働力から軍人を除く
　イギリス、フランス、ドイツ、スウェーデン：就業者と失業者の合計

スウェーデン 2001

フランス 1999

ドイツ 2001

イギリス 2001
44.9

29.5

各国の労働力率　　　　

日本 2002

アメリカ 2001

7



【背景】

【改正の内容】

【施行期日】

高年齢者等の雇用の安定等に関する法律の
一部を改正する法律の概要

　②及び③については、平成１６年１２月１日
　①については、平成１８年４月１日

　

　

 ①　６５歳までの雇用の確保

　　少子高齢化の進展（労働力人口の
　減少）の中での高齢労働力の活用
  ＜経済社会の活力の維持＞

　　年金支給開始年齢の引上げの中
　での、生計維持のための収入確保、
　社会保障制度の支え手の確保

高齢者が社会の支え手として活躍できるよう
６５歳まで働ける労働市場の整備が必要

○　６５歳までの定年の引上げ、継続雇用制度の導入等を求める。

○　ただし、労使協定により継続雇用制度の対象となる労働者に係る基準を定めた
　ときは、希望者全員を対象としない制度も可能とする。

○　定年の引上げ、継続雇用制度の導入等の年齢は年金支給開始年齢の引上げ
　に合わせ、２０１３年度（平成２５年度）までに段階的に引き上げる。

　

 ②　中高年齢者の再就職の促進

○　労働者の募集・採用にあたって、事業主が上限年齢を設定する場合に、書面
　等により、その理由の明示を求める。

○　事業主都合で離職を余儀なくされる高年齢者等に対して、事業主がその職務
　経歴や能力等を記載した書面を交付することを求める。

 ③　多様な就業機会の確保

○　シルバー人材センターが臨時的かつ短期的な又は軽易な業務に係る労働者
　派遣事業を行う場合について、特例（許可を届出とする）を設ける。

○　なお、施行より政令で定める日までの間（当面、大企業は平成２１年３月３１日
　まで、中小企業（常時雇用する労働者数が３００人以下の企業）は平成２３年３月
３１日まで）は、労使協定ではなく就業規則等に当該基準を定めることを可能とす
る
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用
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の
導
入
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○
　
そ
の
他
（
定
年
の
定
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廃
止
等
）

　 　 　 　

義 務 年 齢

　
定
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の
引
上
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、
継
続
雇
用
制
度
の
年
齢

は
年
金
支
給
開
始
年
齢
の
引
上
げ
に
合
わ

せ
て
、
２
０
１
３
年
度
ま
で
に
段
階
的
に
実
施

改
　
正
　
前

改
　
正
　
後

　
○
　
違
反
し
て
い
る
事
業
主
に
対
し
て
、
助
言
・
指
導
を
行
い
、

　
　
な
お
違
反
し
て
い
る
事
業
主
に
対
し
て
は
、
勧
告
を
行
う
。

履
行
確
保
措
置

６
０
歳
未
満
定
年
の
禁
止

原 則

現
行
ど
お
り

６
５
歳
ま
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用
確
保
の
努
力
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ず
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か
の
措
置
（
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齢
者
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用
確
保
措

置
）
の
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一
定
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は
、
労
使
協
議
が
不
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に
終
わ
っ
た
場

合
に
労
使
協
定
に
代
え
て
就
業
規
則
等
に
継
続
雇

用
制
度
の
対
象
者
の
基
準
を
定
め
る
こ
と
も
可

※ 特 例 （ 法 律 の 附 則 に 規 定 ）

中
小
企
業
（
５
年
間
）

大
企
業
（
３
年
間
）

　
大
企
業
は
平
成
２
１
年
３
月
３
１

日
、
中
小
企
業
（
常
時
雇
用
す
る
労

働
者
数
が
３
０
０
人
以
下
の
企
業
）

は
平
成
２
３
年
３
月
３
１
日
ま
で
。

労
働
組
合
等
の
意
見
を
聴
い
て
事
業
主
が
定
め
る

　
②
　
継
続
雇
用
制
度
の
導
入
（
労
使
協
定
※
に
よ
り
基
準
を

　
　
定
め
た
場
合
は
、
希
望
者
全
員
を
対
象
と
し
な
い
制
度
も
可
）

　
①
　
定
年
の
引
上
げ

　
③
　
定
年
の
定
め
の
廃
止

施 行

○
　
少
な
く
と
も
６
５
歳
ま
で
働
け
る
場
を
確
保
す
る
企

　
業
の
割
合
は
、
約
７
割

○
　
原
則
と
し
て
希
望
者
全
員
を
対
象
と
し
て
少
な
く
と

　
も
６
５
歳
ま
で
働
け
る
場
を
確
保
す
る
企
業
の
割
合

　
は
、
約
３
割

６
５
歳
ま
で
の
雇
用
確
保
の
現
状

平
成
１
８
年
４
月
１
日

か
ら
施
行

9



募
集
・
採
用
時
の
年
齢
制
限
是
正
関
係

改
　
正
　
前

　
大
臣
の
定
め
る
指
針
（
年
齢
指
針
）
に
お
い
て
、

年
齢
制
限
が
認
め
ら
れ
る
場
合
（
１
０
項
目
）
を
列
挙
。

改
　
正
　
後

　 　
４
５
歳
以
上
６
５
歳
未
満
の
失
業
者
の
約
半
数
が
、

仕
事
に
就
け
な
い
理
由
と
し
て
「
求
人
の
年
齢
と
自
分

の
年
齢
が
合
わ
な
い
」
と
回
答
。

　
な
お
、
平
成
１
６
年
８
月
現
在
の
公
共
職
業
安
定
所

に
お
け
る
年
齢
不
問
求
人
の
割
合
は
、
約
２
３
％
。

　 　
労
働
者
の
募
集
及
び
採
用
に
つ
い
て
、
や
む
を
得
な
い
理
由
に

よ
り
上
限
年
齢
（
６
５
歳
未
満
の
も
の
に
限
る
。
）
を
定
め
る
場
合
に

は
、
求
職
者
に
対
し
て
、
募
集
及
び
採
用
の
際
に
使
用
す
る
書
面

又
は
電
磁
的
記
録
（
求
人
者
が
職
業
紹
介
事
業
者
等
を
利
用
す
る

場
合
に
提
出
す
る
求
人
申
込
書
等
を
含
み
ま
す
。
）
に
よ
り
、
そ
の

理
由
を
提
示
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

高 齢 法

雇 用 対 策 法

　 　
○
　
理
由
の
提
示
の
有
無
ま
た
は
理
由
の
内
容

　
　
に
関
し
て
必
要
が
あ
る
と
認
め
る
と
き
は
、
事

　
　
業
主
に
対
し
て
、
報
告
徴
収
、
助
言
、
指
導
、

　
　
勧
告
を
行
う
。

履
行
確
保
措
置

年
齢
指
針
の
年
齢
制
限
が
認
め
ら
れ
る
場
合
（
１
０
項
目
）

　
努
力
義
務
の
ま
ま
と
し
、
禁
止
は
し
な
い

現
　
状

年
齢
制
限
是
正
の
努
力
義
務

現
行
ど
お
り

規
定
な
し

募
集
及
び
採
用
時
に
つ
い
て
の

理
由
の
提
示
義
務
付
け

雇 用 対 策 法

高 齢 法

　 　
○
　
体
力
、
視
力
等
加
齢
に
伴
い
機
能
が
低
下
す
る
も
の
が
採
用
後
の

　
　
勤
務
期
間
を
通
じ
一
定
水
準
以
上
で
あ
る
こ
と
が
不
可
欠
な
業
務
の

　
　
場
合

　
○
　
技
能
・
ノ
ウ
ハ
ウ
等
の
継
承
の
観
点
か
ら
、
労
働
者
の
年
齢
構
成
を

　
　
維
持
・
回
復
さ
せ
る
場
合

　
○
　
定
年
年
齢
と
の
関
係
か
ら
雇
用
期
間
が
短
期
に
限
定
さ
れ
る
場
合

　
な
ど
の
１
０
項
目

年
齢
指
針

平
成
１
６
年
１
２
月
１
日

か
ら
施
行
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求
職
活
動
支
援
書
の
作
成
関
係

　

改
　
正
　
前

改
　
正
　
後

再
就
職
援
助
計
画
書

求
職
活
動
支
援
書

平
成
１
６
年
１
２
月
１
日

か
ら
施
行

○
　
対
象
者

　
・
　
定
年
、
解
雇
、
継
続
雇
用
制
度
の
定
め
に
よ
る
離
職
予
定
者

　
・
　
４
５
歳
以
上
６
５
歳
未
満
の
者

○
　
交
付
の
手
続

　
　
公
共
職
業
安
定
所
長
が
必
要
が
あ
る
と
認
め
る
と
き
に
は
、
事
業

　
主
に
作
成
を
要
請
、
要
請
を
受
け
た
事
業
主
は
再
就
職
援
助
計
画

　
書
を
作
成
し
、
離
職
予
定
者
に
交
付
。

○
　
記
載
事
項

　
事
業
主
が
講
じ
よ
う
と
す
る
再
就
職
援
助
措
置
の
内
容

○
　
対
象
者

　
・
　
４
５
歳
以
上
６
５
歳
未
満
の
解
雇
等
に
よ
る
離
職
予
定
者

○
　
交
付
の
手
続

　
　
離
職
予
定
者
が
希
望
す
る
と
き
に
、
事
業
主
は
求
職
活
動
支
援
書

　
を
作
成
し
、
当
該
離
職
予
定
者
に
交
付
義
務
。

○
　
記
載
事
項

　
・
　
離
職
予
定
者
の
職
務
の
経
歴
、
資
格
・
免
許
、
職
業
能
力
等

　
・
　
事
業
主
が
講
じ
よ
う
と
す
る
再
就
職
援
助
措
置
の
内
容

○
　
求
職
活
動
の
た
め
の
休
暇
の
付
与

○
　
在
職
中
の
求
職
活
動
に
対
す
る
経
済
的
支
援
の
実
施

○
　
求
人
の
開
拓
、
求
人
情
報
の
収
集
・
提
供
、
関
連
企
業
等
へ
の

　
再
就
職
の
あ
っ
せ
ん

○
　
再
就
職
に
資
す
る
教
育
訓
練
、
カ
ウ
ン
セ
リ
ン
グ
等
の
実
施
、

　
受
講
等
の
あ
っ
せ
ん

○
　
民
間
の
再
就
職
支
援
会
社
へ
の
委
託

な
ど

具
体
例

　
そ
の
会
社
に
お
け
る
職
歴
、
担
当
し
た
業
務
内
容
及
び
実
績
、
有
し
て

い
る
免
許
・
資
格
、
講
座
等
の
修
了
履
歴
、
特
筆
す
べ
き
職
業
能
力
な
ど

具
体
例

　 　
○
　
違
反
し
て
い
る
事
業
主
に
対
し
て
、
助
言
・
指
導
を
行
い
、
な
お
違
反

　
　
し
て
い
る
事
業
主
に
対
し
て
は
、
勧
告
を
行
う
。

履
行
確
保
措
置

　
再
就
職
援
助

計
画
書
は
廃
止
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シ
ル
バ
ー
人
材
セ
ン
タ
ー
の
届
出
に
よ
る
派
遣
事
業
関
係

改
　
正
　
前

改
　
正
　
後

　 　
法
律
上
は
、
労
働
者
派
遣
法
の
許
可
を
取
れ
ば
実
施
可
能

だ
が
、
実
施
し
て
い
る
シ
ル
バ
ー
人
材
セ
ン
タ
ー
は
な
い
。

シ
ル
バ
ー
人
材
セ
ン
タ
ー
で
は
一
般

労
働
者
派
遣
事
業
を
行
っ
て
い
な
い

　
シ
ル
バ
ー
人
材
セ
ン
タ
ー
が
そ
の
構
成
員
を
対
象
と
し
て

臨
時
的
か
つ
短
期
的
な
就
業
又
は
軽
易
な
業
務
に
係
る
就

業
の
範
囲
で
一
般
労
働
者
派
遣
事
業
を
行
う
場
合
に
つ
い

て
、
労
働
者
派
遣
法
上
の
特
例
（
許
可
を
届
出
と
す
る
）
を
設

け
る
。

　
こ
の
場
合
、
原
則
ど
お
り
、
シ
ル
バ
ー
人
材
セ
ン
タ
ー
が
、

派
遣
元
事
業
主
と
し
て
責
任
を
負
う
。

シ
ル
バ
ー
人
材
セ
ン
タ
ー
の
業
務
と
し
て
一
般
労
働

者
派
遣
事
業
を
法
律
に
明
記
し
、
特
例
を
設
け
る

平
成
１
６
年
１
２
月
１
日

か
ら
施
行

○
　
目
的

　
　
定
年
退
職
後
等
に
、
臨
時
的
か
つ
短
期
的
な
就
業
又
は
軽
易
な
業
務
に
係
る
就
業
を
希
望
す

　
る
高
年
齢
者
に
対
し
て
、
地
域
の
日
常
生
活
に
密
着
し
た
仕
事
を
提
供
し
、
も
っ
て
高
年
齢
者
の

　
就
業
機
会
の
増
大
を
図
り
、
活
力
あ
る
地
域
社
会
づ
く
り
に
寄
与
す
る
。

○
　
仕
組
み

（
１
）
　
会
員

　
　
　
概
ね
６
０
歳
以
上
の
健
康
で
就
業
意
欲
の
あ
る
高
年
齢
者

（
２
）
　
事
業
内
容

　
　
　
シ
ル
バ
ー
人
材
セ
ン
タ
ー
は
、
家
庭
、
事
業
所
、
官
公
庁
か
ら
、
地
域
社
会
に
密
着
し
た
臨
時
的

　
　
か
つ
短
期
的
な
仕
事
等
を
有
償
で
請
け
負
い
、
こ
れ
を
希
望
す
る
会
員
に
提
供
す
る
。

　
　
　
会
員
は
実
績
に
応
じ
て
一
定
の
報
酬
（
配
分
金
）
を
受
け
る
。

　
  
 【
シ
ル
バ
ー
人
材
セ
ン
タ
ー
で
取
り
扱
う
仕
事
の
例
】

　
　
  
清
掃
、
除
草
、
公
園
管
理
、
自
転
車
置
き
場
管
理
、
宛
て
名
書
き
、
植
木
の
剪
定
、
障
子
・
襖
張
り
、

　
　
観
光
案
内
、
福
祉
・
家
事
援
助
サ
ー
ビ
ス
等

団
体
数
：
１
，
８
６
５
団
体

会
員
数
：
７
６
万
人

契
約
件
数
：
３
１
０
万
件

金
額
：
２
，
９
１
３
億
円

就
業
実
人
員
：
６
０
．
５
万
人

就
業
延
人
員
：
６
，
３
２
５
万
人
日

平
成
１
６
年
度
予
算
（
一
般
会
計
）
：
１
４
１
億
円

平
成
１
６
年
３
月

末
日
現
在 平
成
１
５
年
度

シ
ル
バ
ー
人
材
セ
ン
タ
ー
事
業
の
内
容

シ
ル
バ
ー
人
材
セ
ン
タ
ー
の
現
状

　
○
　
臨
時
的
か
つ
短
期
的
な
就
業
：
連
続
的
又
は

　
　
断
続
的
な
概
ね
月
１
０
日
程
度
以
内
の
就
業

　
○
　
軽
易
な
業
務
に
係
る
就
業
：
１
週
間
当
た
り
の

　
　
就
業
時
間
が
概
ね
２
０
時
間
を
超
え
な
い
も
の

　
教
育
指
導
（
Ｏ
Ｊ
Ｔ
に
よ
る
熟
練
技
能
の
伝
承
等
）
、

経
理
、
販
売
等
へ
の
派
遣
需
要
が
考
え
ら
れ
る
。
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定年制がある事業主の皆様へ

高年齢者雇用安定法の改正により、
平成18年4月1日から、年金支給開
始年齢の段階的引上げにあわせて、
65歳までの定年の引上げ、継続雇
用制度の導入等の高年齢者雇用確保
措置を講ずることが事業主に義務づ
けられます。

厚 生 労 働 省
都 道 府 県 労 働 局
ハ ロ ー ワ ー ク
独立行政法人高齢・障害者雇用支援機構
都 道 府 県 高 年 齢 者 雇 用 開 発 協 会

定年の引上げ、継続
雇用制度の導入等の
義務化について

定年の引上げ、継続
雇用制度の導入等の
義務化について

都道府県高年齢者雇用開発協会所在地一覧

都道府県協会名

譖北海道雇用促進協会

譖青森県高年齢者雇用開発協会

譖岩手県雇用開発協会

譖宮城県雇用開発協会

譖秋田県雇用開発協会

譖山形県雇用対策協会

譖福島県雇用開発協会

譖茨城県雇用開発協会

譖栃木県雇用開発協会

譖群馬県雇用開発協会

譖埼玉県雇用開発協会

譖千葉県雇用開発協会

譖東京都高年齢者雇用開発協会

譛神奈川県雇用開発協会

譖新潟県雇用開発協会

譖富山県雇用対策協会

譖石川県雇用対策協会

譖福井県雇用開発協会

譖山梨県雇用開発協会

譖長野県雇用開発協会

譖岐阜県雇用開発協会

譖静岡県雇用開発協会

譖愛知県雇用開発協会

譖三重県雇用開発協会

譖滋賀県雇用対策協会

譖京都府高年齢者雇用開発協会

譖大阪府雇用開発協会

譛兵庫県雇用開発協会

譖奈良県雇用開発協会

譖和歌山県高年齢者雇用開発協会

譖鳥取県雇用促進協会

譖島根県雇用促進協会

譖岡山県雇用開発協会

譖広島県雇用開発協会

譖山口県雇用開発協会

譖徳島県雇用対策協会

譖香川県雇用開発協会

譖愛媛県高年齢者雇用開発協会

譖高知県雇用開発協会

譛福岡県中高年齢者雇用促進協会

譛佐賀県高年齢者雇用開発協会

譖長崎県雇用開発協会

譖熊本県高年齢者雇用開発協会

譛大分県総合雇用推進協会

譖宮崎県高年齢者雇用開発協会

譛鹿児島県雇用開発協会

譖沖縄雇用開発協会

060-0004

030-0861

020-0023

980-0021

010-0951

990-0023

960-8034

310-0803

320-0033

371-0026

330-0063

260-0013

112-0002

231-0026

950-0087

930-0004

920-8203

910-0005

400-0031

380-8506

500-8856

420-0853

460-0008

514-0004

520-0044

604-0845

541-0048

650-0024

630-8115

640-8331

680-0835

690-0826

700-0907

730-0013

753-0051

770-0942

760-8790

790-0001

780-0053

812-0011

840-0041

850-0862

860-0844

870-0026

880-0812

890-0046

901-0152

札幌市中央区北4条西4-1  札幌国際ビル4F

青森市長島2-1-2  新藤ビル3F

盛岡市内丸16-15  内丸ビル505号

仙台市青葉区中央3-1-24  荘銀ビル8F

秋田市山王3-1-7  東カンビル7F

山形市松波4-5-5  黒井産業ビル2F

福島市置賜町1-29  佐平ビル805号

水戸市城南1-1-6  アクサ水戸ビル3F

宇都宮市本町4-15  宇都宮NIビル8F

前橋市大手町2-6-17  住友生命前橋ビル10F

さいたま市浦和区高砂1-1-1  朝日生命浦和ビル7F

千葉市中央区中央4-8-1  千葉フコク生命ビル7F

文京区小石川2-22-2  小石川和順ビル2F

横浜市中区寿町1-4  かながわ労働プラザ7F

新潟市東大通1-1-1  三越・ブラザー共同ビル7F

富山市桜橋通り2-25  富山第一ビル1F

金沢市鞍月5-181  AUBE5F

福井市大手3-1-1  明治安田生命福井駅前ビル3F

甲府市丸の内2-2-3  第11浅川ビル8F

長野市南県町1040-1  日本生命長野県庁前ビル6F

岐阜市橋本町2-20  濃飛ビル2F

静岡市追手町1-6  日本生命静岡ビル2F

名古屋市中区栄2-10-19  名古屋商工会議所ビル6F

津市栄町3-143-1  笠間第2ビル2F

大津市京町4-4-23  明治安田生命大津京町ビル4F

京都市中京区烏丸通御池上ルニ条殿町552  明治安田生命京都ビル9F

大阪市中央区瓦町3-5-7  大阪長和ビル10F

神戸市中央区海岸通2-2-3  サンエービル西館3F

奈良市大宮町6-7-3  新大宮第5ビル5F

和歌山市美園町5-3-1  雑村ビル5F

鳥取市東品治町102  明治安田生命鳥取駅前ビル3F

松江市学園南1-2-1  くにびきメッセ6F

岡山市下石井2-1-3  岡山第一生命ビル10F

広島市中区八丁堀16-14  第二広電ビル7F

山口市旭通り2-9-19  山口建設㈱ビル3F

徳島市昭和町1-11  日動火災徳島ビル6F

高松市亀井町8-11  高松あおば生命ビル9F

松山市一番町4-1-5  一誠ビル7F

高知市駅前町5-5  大同生命高知ビル7F

福岡市博多区博多駅前3-2-1  日本生命博多駅前ビル2F

佐賀市城内2-9-28  オフィスサガ21 5F

長崎市出島町1-14  出島朝日生命青木ビル5F

熊本市水道町15-22  農専ビル6F

大分市金池町1-1-1  大交セントラルビル3F

宮崎市高千穂通2-1-33  明治安田生命宮崎ビル8F

鹿児島市西田1-5-1  鹿児島高見橋ビル4F

那覇市字小禄1831-1  沖縄産業支援センター7F

011-223-3688

017-775-4063

019-654-2081

022-265-2076

018-863-4805

023-625-0588

024-524-2731

029-221-6698

028-621-2853

027-224-3377

048-824-8739

043-225-7071

03-5684-3381

045-641-7522

025-241-3123

076-442-2055

076-239-0365

0776-24-2392

055-222-2112

026-226-4684

058-252-7353

054-252-1521

052-219-5661

059-227-8030

077-526-4853

075-222-2637

06-6204-0051

078-332-1091

0742-34-7791

073-425-2770

0857-27-6974

0852-21-8131

086-233-2667

082-512-1133

083-924-6749

088-655-1050

087-834-1123

089-943-6622

088-884-5213

092-473-6233

0952-25-2597

095-827-6805
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年 金 の 支 給 開 始 年 齢

高年齢者を取り巻く状況高年齢者を取り巻く状況

少子高齢化の急速な進展（１）

（２）

　2015（平成27）年までに、労働力人口は全体としては約90万人の減少が見込まれています。
その中で、15～ 29歳は 340万人減少する一方、60歳以上の者は340万人の増加が見込まれて
おり、高い就労意欲を有する高齢者が社会の支え手として活躍し続ける社会が求められています。

厚生年金の支給開始年齢の段階的引上げ
年金支給開始年齢の65歳への段階的な引上げが始まっており、男性については定額部分は2013
（平成25）年にかけて、報酬比例部分は2013（平成25）年から2025（平成37）年にかけて引
き上げられることとなっています（女性については5年遅れ）。
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（資料出所）2002年（平成14年）は総務省統計局「労働力調査」
　　　　　 2015年（平成27年）及び 2025 年（平成37年）は、厚生労働省職業安定局推計（2002 年 7 月）
         （注）推計値については、概数で表示しているため、各年齢区分の合計と年齢計とは必ずしも一致しない。
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高年齢者等の雇用の安定等に関する法律の改正
（高年齢者雇用確保措置の実施義務化）の概要
高年齢者等の雇用の安定等に関する法律の改正
（高年齢者雇用確保措置の実施義務化）の概要

　少子高齢化の急速な進展の中で、高い就労意欲を有する高年齢者が長年培っ

た知識と経験を活かし、社会の支え手として意欲と能力のある限り活躍し続け

る社会が求められています。

　このため、高年齢者が少なくとも年金支給開始年齢までは働き続けることが

できるよう、平成18年 4月1日から、事業主は以下の措置を講じなければなら

ないこととなりました。

○定年（65歳未満のものに限ります。）の定めをしている事業主は、
その雇用する高年齢者の65歳（注１）までの安定した雇用を確保する
ため、

　

のいずれかの措置（高年齢者雇用確保措置）を講じなければなり
ません。
　ただし、事業主は、労使協定により、②の継続雇用制度の対象
となる高年齢者に係る基準（注３）を定め、当該基準に基づく制度を導
入したときは、②の措置を講じたものとみなします。

2

【平成18年4月1日から施行】

①定年の引上げ
②継続雇用制度（注２）の導入
③定年の定めの廃止

（注１）この年齢は、年金（定額部分）の支給開始年齢の引上げスケジュールにあわせ、平成25（2013）
年4月1日までに段階的に引き上げていくものとします。

（注２）継続雇用制度は、「現に雇用している高年齢者が希望するときは、当該高年齢者をその定年後も
引き続いて雇用する制度」をいいます（詳しくは４頁を参照してください。）。

（注３）「基準」について、詳しくは6頁を参照してください。

平成18（2006）年4月1日
平成19（2007）年4月1日
平成22（2010）年4月1日
平成25（2013）年4月1日

平成19（2007）年3月31日
平成22（2010）年3月31日
平成25（2013）年3月31日

：62歳�
：63歳�
：64歳�
：65歳

～
～
～
～
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　定年の引上げ、継続雇用制度の導入等を実現するためには、年功的賃金や退

職金制度を含む人事管理制度の見直し、職業能力の開発及び向上、職域開発・

職場改善等、さまざまな条件整備に取り組む必要がある場合があります。

　そこで、企業における条件整備の取組みを支援するため、高年齢者の雇用問

題に精通した経営コンサルタント、中小企業診断士、社会保険労務士等、専門的・

実務的能力を有する高年齢者雇用アドバイザーが、具体的かつ実践的な相談・
助言を行っておりますので、是非、ご相談ください（無料）。
　また、高齢労働力の活用に向けて、企業内において取り組むべき課題と方向

を整理するため、コンピュータによる簡易診断も行っています（無料）。

　さらに、人事管理制度、賃金・退職金制度や職務再設計、職場改善に関する

ことなどについて、高年齢者雇用アドバイザーが、具体的な企画立案書を作成し、

条件整備をお手伝いをします（必要経費の2分の1の負担）。

高年齢者雇用確保措置（継続雇用制度について）高年齢者雇用確保措置（継続雇用制度について）3

（４）高年齢者雇用確保措置に係る各種支援

条件整備に関する相談・助言を希望する事業主の方へ

　定年の引上げ又は65歳以上の年齢まで雇用する継続雇用制度を新たに導入し

た事業主や高年齢者事業所を設立し、継続雇用制度を設けた事業主には、「継続
雇用定着促進助成金」が支給されることがあります。

継続雇用制度を導入した事業主の方へ

各都道府県高年齢者雇用開発協会
（所在地一覧は12頁をご覧ください。）

継続雇用制度の内容（１）

継続雇用制度には、

○定年年齢が設定されたまま、その定年年齢に到達した者を退職させることな

く引き続き雇用する『勤務延長制度』と、
○定年年齢に達した者をいったん退職させた後、再び雇用する『再雇用制度』
の2つの制度があります。

（２）雇用条件

　雇用条件については、高年齢者の安定した雇用の確保が図られたものであれば、

必ずしも労働者の希望に合致した職種・労働条件による雇用を求めるものでは

ありません。また、常用雇用のみならず、短時間勤務や隔日勤務なども含みま

すので、企業の実情にあった制度を導入しましょう。

（３）継続雇用制度の対象者に係る基準

　各企業の実情に応じ労使の工夫による柔軟な対応が取れるよう、労使協定に

より継続雇用制度の対象者となる高年齢者に係る基準を定めたときは、この基

準に該当する高年齢者を対象とする制度を導入することも認められています（詳

しくは6頁を参照してください。）。

現に雇用している高年齢者が希望

するときは、当該高年齢者をその

定年後も引き続いて雇用する制度
継続雇用制度

問い合せ先

4 5
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継続雇用制度の対象者に係る『基準』継続雇用制度の対象者に係る『基準』

基本的な考え方（１）

4

　継続雇用制度について労使協定で基準を定めることを求めることとしたのは、

継続雇用の対象者の選定に当たっては、企業によって必要とする能力や経験等

が様々であると考えられるため、労使間で十分に話し合い、その企業に最もふ

さわしい基準を労使納得の上で策定するという仕組みを作ることが適当である

という理由からです。

　このようなことから、基準の策定に当たっては、労使間で十分協議の上、各
企業の実情に応じて定められることを想定しておりますので、その内容につい
ては、原則として労使に委ねられています。

※　ただし、労使で十分に協議の上、定められたものであっても、事業主が恣意的に

継続雇用を排除しようとするなど本改正の趣旨や他の労働関連法規に反する又は公

序良俗に反するものは認められません。

【適切ではないと考えられる例】

蘆『会社が特に必要と認めた者に限る』（基準がないことと等しく、これのみでは本改

正の趣旨に反するおそれがあります。）

蘆『上司の推薦がある者に限る』（基準がないことと等しく、これのみでは本改正の趣

旨に反するおそれがあります。）

蘆『男性（女性）に限る』（男女差別に該当するおそれがあります。）

蘆『組合活動に従事していない者』（不当労働行為に該当するおそれがあります。）

望ましい基準（２）

【例】

蘆『社内技能検定レベルAレベル』

蘆『営業経験が豊富な者』（全国の営業所を3か所以上経験）

蘆『過去3年間の勤務評定がC（平均）以上の者』（勤務評定が開示されている企業

の場合）

　継続雇用制度の対象となる高年齢者に係る基準については、以下の2つの観点に留

意して策定されたものが望ましいと考えています。

基準に係る経過措置（３）

　事業主が労使協定のために努力したにもかかわらず協議が調わないときは、

大企業の事業主は、平成21年 3月31日まで、中小企業の事業主（常時雇用する

労働者の数が300人以下である事業主をいいます。）は、平成23年 3月31日まで

の間は、就業規則等により高年齢者に係る基準を定め、当該基準に基づく制度

を導入できることとしています。

観点①：意欲、能力等をできる限り具体的に測るものであること〔具体性〕

　労働者自ら基準に適合するか否かを一定程度予見することができ、到達

していない労働者に対して能力開発等を促すことができるような具体性を

有するものであること。

観点②：必要とされる能力等を客観的に示されており、該当可能性を予見す
ることができるものであること〔客観性〕

　企業や上司等の主観的選択ではなく、基準に該当するか否かを労働者が

客観的に予見可能で、該当の有無について紛争を招くことのないよう配慮

されたものであること。

6 7
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改正高年齢者雇用安定法Ｑ＆Ａ 

（高年齢者雇用確保措置関係） 

 

 

１．継続雇用制度 

 

 

 

 

Ａ： 法においては、事業主に定年の引上げ、継続雇用制度の導入等の制度導入を義務付

けているものであるため、当分の間、６０歳以上の労働者が生じない企業であっても、

平成１８年４月１日以降、６５歳（年金支給開始年齢）までの定年の引上げ、継続雇

用制度の導入等の措置を講じていなければなりません。 

 

 

 

 

Ａ： 法においては、事業主に定年の引上げ、継続雇用制度の導入等の制度導入を義務付

けているものであり、個別の労働者の６５歳までの雇用義務を課すものではありませ

ん。 

したがって、継続雇用制度を導入していない６０歳定年制の企業において、平成１

８年４月１日以降に定年を理由として６０歳で退職させたとしても、それが直ちに無

効となるものではないと考えられますが、適切な継続雇用制度の導入等がなされてい

ない事実を把握した場合には、法違反となりますので、公共職業安定所を通じて実態

を調査し、必要に応じて、助言、指導、勧告を行うこととなります。 

 

 

 

 

 

Ａ： 第９条の継続雇用制度については、定年まで高年齢者が雇用されていた企業での継

続雇用制度の導入を求めているものですが、定年まで高年齢者が雇用されていた企業

以外の企業であっても、両者一体として一つの企業と考えられる場合であって、６５

歳まで安定した雇用が確保されると認められる場合には、第９条が求める継続雇用制

度に含まれるものであると解釈できます。 

具体的には、定年まで雇用されていた企業と、継続雇用する企業との関係について、

次の①及び②の要件を総合的に勘案して判断することとなります。 

Ｑ： 平成１８年４月１日以降当分の間、６０歳に達する労働者がいない場合でも、継

続雇用制度の導入等を行わなければならないのでしょうか。 

Ｑ： 継続雇用制度を導入していなければ、平成１８年４月１日以降の６０歳定年によ

る退職は無効となるのですか。 

Ｑ： 継続雇用を希望する者について、定年後、子会社やグループ会社へ出向させ、

出向先において６５歳までの雇用が確保されていれば、親会社として高年齢者雇

用確保措置を講じたものと見なしてよいか。 
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  ① 会社との間に密接な関係があること（緊密性） 

  具体的には、親会社が子会社に対して明確な支配力（例えば、連結子会社）を有

し、親子会社間で採用、配転等の人事管理を行っていること。 

② 子会社において継続雇用を行うことが担保されていること（明確性） 

具体的には、親会社においては、定年退職後子会社において継続雇用する旨の、

子会社においては、親会社を定年退職した者を受け入れ継続雇用する旨の労働協約

を締結している又はそのような労働慣行が成立していると認められること。 

 

 

 

 

 

 

Ａ： 第９条の継続雇用制度については、定年まで高年齢者が雇用されていた企業での継

続雇用制度の導入を求めているものですが、定年まで高年齢者が雇用されていた企業

以外の企業であっても、両者一体として一つの企業と考えられる場合であって、６５

歳まで安定した雇用が確保されると認められる場合には、第９条が求める継続雇用制

度に含まれるものであると解釈できます。 

具体的には、定年まで雇用されていた企業と、継続雇用する企業との関係について、

次の①及び②の要件を総合的に勘案して判断することとなります。 

  ① 会社との間に密接な関係があること（緊密性） 

    具体的には、親会社が子会社に対して明確な支配力（例えば、連結子会社）を有

し、親子会社間で採用、配転等の人事管理を行っていること。 

② 子会社において継続雇用を行うことが担保されていること（明確性） 

具体的には、親会社においては、定年退職後子会社において継続雇用する旨の、

子会社においては、親会社を定年退職した者を受け入れ継続雇用する旨の労働協約

を締結している又はそのような労働慣行が成立していると認められること。 

   また、その子会社が派遣会社である場合は、継続雇用される労働者について、「常時

雇用される」ことが認められることが必要であると考えられます（派遣先がどこかは

問いません。）。 

具体的には、次のいずれかに該当する限り「常時雇用される」に該当すると判断さ

れます。 

  ① 期間の定めなく雇用されている者 

② 一定の期間（例えば、２か月、６か月等）を定めて雇用される者であって、その

雇用期間が反復継続されて事実上①と同等と認められる者。すなわち、過去１年を

超える期間について引き続き雇用されている者又は採用（再雇用）の時から１年を

超えて引き続き雇用されると見込まれる者 

③ 日日雇用される者であって、雇用契約が日日更新されて事実上①と同等と認めら

れる者。すなわち、②の場合と同じく、過去１年を超える期間について引き続き雇

用されている者又は採用（再雇用）の時から１年を超えて引き続き雇用されると見

Ｑ： 「本社の定年は６０歳で、定年後は子会社で派遣労働者として継続雇用される」

という制度を導入した場合は、継続雇用制度を導入したということでよいのでし

ょうか。 
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込まれる者 

なお、雇用保険の被保険者とは判断されないパートタイム労働者であっても、①か

ら③までのいずれかに該当すれば「常時雇用される」と判断されます。 

 

 

 

 

Ｑ４ 

 

Ａ： 継続雇用後の労働条件については、高年齢者の安定した雇用を確保するという法の

趣旨を踏まえたものであれば、最低賃金などの雇用に関するルールの範囲内で、フル

タイム、パートタイムなどの労働時間、賃金、待遇などに関して、事業主と労働者の

間で決めることができます。 

   １年ごとに雇用契約を更新する形態については、法の趣旨にかんがみれば、年齢の

みを理由として６５歳（年金支給開始年齢）前に雇用を終了させるような制度は適当

ではないと考えられます。 

   したがって、この場合は、 

  ① ６５歳（年金支給開始年齢）を下回る上限年齢が設定されていないこと 

  ② ６５歳（年金支給開始年齢）までは、原則として契約が更新されること（ただし、

能力など年齢以外を理由として契約を更新しないことは認められます。） 

が必要であると考えられますが、個別の事例に応じて具体的に判断されることとなり

ます。 

 

 

 

 

 

 

Ａ： 法第９条は、定年の対象となり離職することとなる高年齢者を対象とした継続雇用

制度の導入等の措置を平成１８年４月１日以降講ずることを義務付けているものであ

ることから、平成１８年４月１日前に定年に達した者を対象としないことは高年齢者

雇用安定法に違反とはいえません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｑ： 継続雇用制度について、定年退職者を再雇用するにあたり、いわゆる嘱託やパ

ートなど、従来の労働条件を変更する形で雇用することは可能ですか。その場合、

１年ごとに雇用契約を更新する形態でもいいのでしょうか。 

Ｑ： 平成１８年３月３１日以前に６０歳定年で退職となった者を、その後、１年契

約で再雇用した場合、改正法施行時には、この者は６１歳となっていますが、そ

の場合は、この者も対象とする制度を導入しなければ、法違反となるのですか。
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Ａ： 平成１８年４月１日から平成１９年３月３１日までに６０歳の誕生日で定年退職す

る者については、６２歳までの高年齢者雇用確保措置の対象となりますが、平成１９

年４月１日以降も引き続き雇用されていれば、当然、６３歳までの高年齢者雇用確保

措置の対象となります。 

 

（参考） 

高年齢者雇用確保措置の実施義務化の対象年齢は、以下のとおり、年金（定額部分）

の支給開始年齢の引上げスケジュールにあわせ、平成２５年４月１日までに段階的に

引き上げていくこととしています。 

  ・平成１８年４月１日～平成１９年３月３１日 ：６２歳 

  ・平成１９年４月１日～平成２２年３月３１日 ：６３歳 

  ・平成２２年４月１日～平成２５年３月３１日 ：６４歳 

  ・平成２５年４月１日以降          ：６５歳 

 

 

 

 

 

 

Ａ： 高年齢者が希望すれば、６５歳まで安定した雇用が確保される仕組みであれば、継

続雇用制度を導入していると解釈して差し支えありません。 

 

 

 

 

Ａ： 継続雇用制度は、定年後も引き続き雇用する制度ですが、雇用管理の事務手続上等

の必要性から、定年の翌日から雇用する制度となっていないことをもって、直ちに法

に違反するとまではいえないと考えており、「継続雇用制度」として取り扱うことは差

し支えありません。ただし、定年後相当期間をおいて再雇用する場合には、「継続雇用

制度」といえない場合もあります。 

 

 

Ｑ： ５５歳の時点で、それまでと同等の労働条件で６０歳定年で辞めるか、労働条

件を変更して６５歳まで継続して働くか選択するという制度を導入した場合、継

続雇用制度を導入したということでよいのでしょうか。 

Ｑ： 継続雇用制度により、再雇用等する場合、定年退職日から１日の空白があっても

だめなのでしょうか。 

Ｑ： ６０歳の誕生日で定年としている企業において、平成１８年４月１日からは６

２歳までの、平成１９年４月１日からは６３歳までの高年齢者雇用確保措置を講

じることとした場合、平成１８年４月１日から平成１９年３月３１日までに６０

歳の誕生日で定年退職する者については、６２歳までの高年齢者雇用確保措置の

対象となるのでしょうか。それとも６３歳までの高年齢者雇用確保措置の対象と

なるのでしょうか。 
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Ａ： 法においては、制裁的な公表措置はありませんが、情報公開法に基づく情報公開請

求があった場合は、その具体的内容にもよりますが、資料が存在する場合には、企業

名が公開されることもありうると考えています。 

 

 

 

 

 

Ａ： 法が求めているのは、継続雇用制度の導入であって、事業主に定年退職者の希望に

合致した労働条件での雇用を義務付けるものではなく、事業主の合理的な裁量の範囲

の条件を提示していれば、労働者と事業主との間で労働条件等についての合意が得ら

れず、結果的に労働者が再雇用されることを拒否したとしても、高年齢者雇用安定法

違反となるものではありません。 

   ただし、平成２５年３月３１日までは、その雇用する高年齢者等が定年、継続雇用

制度終了による退職等により離職する場合であって、当該高年齢者等が再就職を希望

するときは、事業主は、再就職援助の措置を講ずるよう努めることとされております

ので、当該高年齢者等が再就職を希望するときは、事業主は、求人の開拓など再就職

の援助を行ってください。 

 

 

 

Ｑ： 本人と事業主の間で賃金と労働時間の条件が合意できず、再雇用を拒否した場合

も違反になるのか。 

Ｑ： 高年齢者雇用確保措置が講じられていない企業については、企業名の公表などは

行われるのでしょうか。 
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２．継続雇用制度の対象となる高年齢者に係る基準 

 

 

 

Ａ： 労使協定で定める基準の策定に当たっては、労働組合等と事業主との間で十分に協

議の上、各企業の実情に応じて定められることを想定しており、その内容については、

原則として労使に委ねられるものです。 

ただし、労使で十分に協議の上、定められたものであっても、事業主が恣意的に継

続雇用を排除しようとするなど本改正の趣旨や、他の労働関連法規に反する又は公序

良俗に反するものは認められません。 

【適切ではないと考えられる例】 

『会社が必要と認めた者に限る』（基準がないことと等しく、これのみでは本改正の

趣旨に反するおそれがある） 

『上司の推薦がある者に限る』（基準がないことと等しく、これのみでは本改正の趣

旨に反するおそれがある） 

   『男性（女性）に限る』（男女差別に該当） 

   『組合活動に従事していない者』（不当労働行為に該当） 

 

なお、継続雇用制度の対象となる高年齢者に係る基準については、以下の点に留意

されて策定されたものが望ましいと考えられます。 

① 意欲、能力等をできる限り具体的に測るものであること（具体性） 

労働者自ら基準に適合するか否かを一定程度予見することができ、到達していな

い労働者に対して能力開発等を促すことができるような具体性を有するものである

こと。 

② 必要とされる能力等が客観的に示されており、該当可能性を予見することができ

るものであること（客観性） 

企業や上司等の主観的な選択ではなく、基準に該当するか否かを労働者が客観的

に予見可能で、該当の有無について紛争を招くことのないよう配慮されたものであ

ること。 

【例】 

『社内技能検定レベルＡレベル』 

『営業経験が豊富な者（全国の営業所を３か所以上経験）』 

『過去３年間の勤務評定がＣ以上（平均以上）の者』（勤務評定が開示されている企

業の場合） 

 

 

 

 

 

Ｑ： 労使協定等で定める基準とはどのようなものなのですか。 

25



 

 

 

 

Ａ： 「会社が必要と認める者」というだけでは基準を定めていないことに等しく、法の

趣旨を没却してしまうことになりますので、より具体的なものにしていただく必要が

あります。 

 

 

 

 

 

Ａ： 高年齢者が年齢にかかわりなく働き続けることのできる環境を整備するという法の

趣旨にかんがみれば、職種によって選別するのではなく、意欲と能力のある限り継続

雇用されることが可能であるような基準が定められることが望ましいと考えています

ので、各企業で基準を定める場合においても、本法の趣旨を踏まえて、労使で十分話

し合っていただき、できる限り多くの労働者が６５歳まで働き続けることができるよ

うな仕組みを設けていただきたいと考えています。 

 

 

 

 

 

 

 

Ａ： 対象となる労働者の有無にかかわらず、このケースの場合は、平成１８年４月１日

までに労使協議を行い高年齢者雇用確保措置を講じていただく必要があります。 

 

 

 

 

 

Ａ： 法において「労使協定をするため努力したにもかかわらず協議が調わないとき」は、

平成２１年３月３１日まで（常時雇用する労働者数が３００人以下の企業は、平成２

３年３月３１日まで）就業規則等において対象者に係る基準を定めることができると

されています。 

   したがって、事業主は、まずは労働者の過半数で組織する労働組合（そのような労

働組合がない場合は、労働者の過半数を代表する者）と労使協定を結ぶため、話し合

う努力をする必要があります。事業主側が労働者側に一方的に提案内容を通知しただ

けといったケースなどは、「努力したにもかかわらず協議が調わないとき」には該当し

ないと考えられ、そのような場合は、高年齢者雇用安定法違反となります。 

Ｑ： 既に就業規則により、対象者の限定のための基準を設けて６５歳までの継続雇

用制度を導入している企業において、平成１８年４月１日から翌年３月３１日ま

での間に６１歳を迎える労働者が生じない場合であっても、事前に労使協議を行

い、対象者の限定の基準についての労使協定を締結する必要があるのでしょうか。

Ｑ： 私は中小企業の事業主ですが、平成２３年３月３１日までは、就業規則等によ

り、継続雇用制度の対象者に係る基準を設けることができると聞いたのですが。

Ｑ： 継続雇用制度の対象となる高年齢者に係る「基準」により、特定の職種のみ、継

続雇用する制度は可能ですか。 

Ｑ： 「会社が必要と認める者」を継続雇用制度の対象となる高年齢者に係る基準とし

て定めることは認められますか？ 
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Ａ： 「常時雇用する」とは、雇用契約の形式の如何を問わず、事実上期間の定めなく雇

用されている場合をいい、具体的には、 

  ① 期間の定めなく雇用されている場合 

  ② 一定の期間を定めて雇用されている場合であって、その雇用期間が反復更新され

て事実上①と同等と認められる場合 

  ③ 日々雇用される場合であって、雇用契約が日々更新されて事実上①と同等と認め

られる場合 

  が挙げられます。 

   よって、パートタイム労働者であっても、「常時雇用される」と判断されれば、労働

者数に含まれます。 

 

 

 

 

 

 

 

Ａ： 常時雇用する労働者が３００人前後で変動している場合は、常態が３００人以下で

あるか否かで判断されますが、できる限り「３０１人以上」の企業に準じて対応して

いただくことが望ましいと考えられます。 

また、平成２１年４月１日以降については、高年齢者雇用安定法上の中小企業とな

るためには、「平成２１年４月１日以降、常時雇用する労働者の数が常に３００人以下

である企業」との要件を満たす必要があります。すなわち、 

  (1) 平成２１年４月１日時点で常時雇用する労働者の数が、３００人以下であれば、

中小企業となり、平成２３年３月３１日までとなりますが、 

  (2) 平成２１年４月１日以降、常時雇用する労働者の数が、常態が３０１人以上とな

る状況に変化した場合には、この規定が特例措置であることにかんがみ、変更があ

った時点で大企業として取り扱われます。 

なお、平成２１年４月１日以降、常時雇用する労働者の数が３００人以下となる状

況に変化した場合は、既に基準を労使協定により定めているはずですから、中小企業

としての特例措置の対象とはなりません。 

 

 

 

 

Ｑ： 中小企業の定義である「常時雇用する労働者数が３００人以下の企業」とはど

のような意味ですか。この中にパートタイム労働者は入るのですか。 

Ｑ： 労働者が３００人前後で変動している場合は、継続雇用制度の対象となる高年

齢者に係る基準を、就業規則により定めることのできる期間は、大企業として扱

われ、平成２１年３月３１日までとなるのでしょうか。それとも中小企業として

扱われ、平成２３年３月３１日までとなるのでしょうか。
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Ａ： 従業員１０人以上の事業所においては、労働基準法第８９条に基づき就業規則を作

成しなければならないため、これに基準を定めることとなりますが、従業員１０人未

満の事業所においては、就業規則が存在しないこともあるので、そのような場合には、

就業規則に準ずるもの、具体的には、様式は問いませんが、就業規則のように何らか

の方法で従業員に周知されているものにより、継続雇用制度の対象となる高年齢者に

係る基準を定めていただくことになります。 

 

 

 

 

Ａ： 就業規則であっても、対象者に係る基準について、「上司の推薦がある者」とだけ定

めるような、基準を定めていないことに等しいものは適切ではないと考えます。 

   したがって、このような不適切な事例については、公共職業安定所において、必要

な報告徴収が行われるとともに、助言・指導、勧告の対象となります。 

 

 

 

 

 

 

Ａ： ① 非組合員や管理職も含め、すべての労働者に適用されることとなります。 

   ② 労使間で話し合われて定められたものである以上、法の規定に違反するとまで

はいえませんが、高齢者が年齢にかかわりなく働き続けることのできる環境を整

備するという法の趣旨にかんがみれば、管理職であっても、労働者である限り、

意欲と能力のある限り継続雇用されることが可能であるような基準が定められる

ことが望ましいと考えられます。 

 

 

 

 

 

Ａ： 「事業所」とは、本規定の適用事業として決定される単位であり、数事業所を擁す

る企業にあっても、協定はそれぞれの事業所ごとに締結されなければなりません。 

ただし、 

① 企業単位で継続雇用制度を運用しており、 

Ｑ： 継続雇用制度の対象者に係る基準を定めるにあたり、労使協定で定めた場合、

① 非組合員や管理職も当該協定が適用されるのでしょうか。 

② 管理職のみ対象外とすることができるのでしょうか。 

Ｑ： 労使協定が調わず就業規則に対象者を定める場合、とりあえず基準に「上司の推

薦がある者」というふうにしてもよいのですか。 

Ｑ： 労使協定は、事業所ごとに結ぶ必要があるのでしょうか。企業単位で労使協定を

結ぶことは可能でしょうか。 

Ｑ： 労使協定をするために努力したにもかかわらず協議が調わないときは、就業規

則等により継続雇用制度の対象となる高年齢者に係る基準を定めることができる

とありますが、就業規則がない場合は、どうしたらいいのですか。 
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② 各事業所ごとの過半数労働組合等のすべてが内容に同意している（又は、すべて

が労使協定の労側当事者として加わっている等） 

場合まで、企業単位で労使協定を結ぶことを排除する趣旨ではありません。 

 

 

 

（ 以 上 ） 
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募集・採用時に年齢制限を設ける場合の理由提示の義務化について 

高年齢者雇用安定法の改正により、平成16年12月1日から、事業主は、
労働者の募集及び採用する場合において、やむを得ない理由により年齢
制限（65歳未満のものに限る。）を行う場合には、求職者に対し、そ
の理由を示さなければならないこととなりました。 

●高年齢者雇用安定法第18条の2第1項 
　事業主は、労働者の募集及び採用をする場合において、やむを得ない理由※1により

一定の年齢（65歳以下のものに限る。）を下回ることを条件とするときは、求職者に

対し、厚生労働省令で定める方法※2により、当該理由※3を示さなければならない※4。 

※1　「やむを得ない理由」とは、年齢指針（3ページ参照）において、年齢制限を設けることが認

められる1～10の場合に限られるものであり、これを逸脱するものは、年齢制限を行うことは

認められないとするものです。 

※2　「厚生労働省令で定める方法」については、「募集及び採用を行う際に使用する書面又は電磁

的記録（求人者が職業紹介事業者等を利用する場合に、求人者が職業紹介事業者等に提出する

求人申込書等を含みます。）において併せて記載する方法」を指しています（求人広告等を活用

して労働者を募集及び採用する場合など、一部方法の特例があります（8ページ参照））。 

※3　「当該理由」とは、単に年齢指針に定める1～10の場合をそのまま書き写すのではなく、当

該記載を見る求職者等にとって、これが指針を踏まえたものであることが明確であり、かつ、

各企業の実情に応じた個別具体的な理由を指しています。 

※4　「示さなければならない」として、義務を定めており、「やむを得ない理由」を適切に明示し

ない事業主は、高年齢者雇用安定法第18条の2第2項の規定に基づき、公共職業安定所から、

報告の徴収、助言、指導、勧告等の措置を受ける場合があります。また、やむを得ない理由を

提示しない求人の申込みは、職業安定法第5条の5ただし書に基づき、公共職業安定所や職業紹

介事業者において受理を拒否される場合があります。 

厚生労働省・都道府県労働局・ハローワーク 

事業主の皆様へ 

~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~

~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~ ~~~~~ ~~~~~~~~~~~~~~
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45歳以上65歳未満の失業者の約半数が、仕事に就けない理由として「求人の年齢と自分の

年齢が合わない」と回答しています。

平成13年4月、雇用対策法が改正され、事業主の募集・採用における年齢制限の緩和

の努力義務（第7条）が規定されるとともに、この努力義務規定に事業主が適切に対応

するための指針（「年齢指針」と呼びます。）を厚生労働大臣が定めることとされました

（詳しくは、リーフレット『年齢にかかわりなく均等な機会を』をご参照下さい。）。

これらの規定や年齢指針は、平成13年10月1日から実施されており、年齢指針では、

事業主の皆様が労働者の募集・採用を行うに当たっては、年齢を理由に対象から排除し

ないように努めることが規定されるとともに、例外的に年齢制限を設けることが認めら

れる場合として1～10の場合（3ページ参照）が示されています。

今般の高年齢者雇用安定法の改正では、事業主の皆様が、募集・採用を行うに当たっ

て、「やむを得ない理由」（＝年齢指針において、例外的に年齢制限を設けることが認め

られる1～10の場合のいずれかに該当する理由）により年齢制限をする場合には、求職

者、職業紹介事業者等に対して、その個別具体的な理由を書面や電子媒体により提示す

ることが義務付けられました（高年齢者雇用安定法第18条の2第1項）。

これは、年齢制限を行う事業主の皆様に、その具体的な理由を明らかにしていただく

過程で、その年齢制限が真に必要か否か、ひいては中高年齢者をその職務に活用するこ

とが真に困難か否かについて改めて考えていただくためです。

これを機会に、もう一度、「年齢」について考えていただき、労働
者に対し、できる限り年齢にかかわりなく均等な機会を与えるよう
努めてください。

－ 2 －

1 募集・採用時の年齢制限を取り巻く現状

2 高年齢者雇用安定法の改正について

（万人）

計

賃金・給
料が希望
と合わな
い

勤 務 時
間・休日
等が希望
と合わな
い

求人の年
齢と自分
の年齢が
合わない

自分の技
術や技能
が求人要
件に満た
ない

希望する
種類・内
容の仕事
がない

条件にこ
だわらな
いが、仕
事がない

その他

118

（100.0%）

7

（5.9%）

3

（2.5%）

56

（47.5%）

4

（3.4%）

23

（19.5%）

14

（11.9%）

11

（9.3%）

（注）（ ）内は構成比 （資料出所）総務省「労働力調査」（平成15年）

dd
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●雇用対策法第7条
事業主は、労働者がその有する能力を有効に発揮するために必要であると認められるとき

は、労働者の募集及び採用について、その年齢にかかわりなく均等な機会を与えるように努

めなければならない。

●年齢指針（労働者の募集及び採用について年齢にかかわりなく均等な機会を与え
ることについて事業主が適切に対処するための指針）（抜粋）

第3 年齢制限が認められる場合（労働者がその有する能力を有効に発揮するために必要であると認められ

る場合以外の場合）

事業主が行う労働者の募集及び採用が次の1～10までのいずれかに該当する場合であって、当該事業主

がその旨を職業紹介機関、求職者等に対して説明したときには、年齢制限をすることが認められるものと

する。

1 長期勤続によるキャリア形成を図る観点から、新規学卒者等である特定の年齢層の労働者を対象とし

て募集及び採用を行う場合

2 企業の事業活動の継承や技能、ノウハウ等の継承の観点から、労働者数が最も少ない年齢層の労働者

を補充する必要がある状態等当該企業における労働者の年齢構成を維持・回復させるために特に必要が

あると認められる状態において、特定の年齢層の労働者を対象として募集及び採用を行う場合

3 定年年齢又は継続雇用の最高年齢と、労働者がその有する能力を有効に発揮するために必要とされる

期間又は当該業務に係る職業能力を形成するために必要とされる期間とを考慮して、特定の年齢以下の

労働者を対象として募集及び採用を行う場合

4 事業主が募集及び採用に当たり条件として提示する賃金額を採用した者の年齢にかかわりなく支払う

こととするためには、年齢を主要な要素として賃金額を定めている就業規則との関係から、既に働いて

いる労働者の賃金額に変更を生じさせることとなる就業規則の変更が必要となる状態において、特定の

年齢以下の労働者を対象として募集及び採用を行う場合

5 特定の年齢層を対象とした商品の販売やサービスの提供等を行う業務について、当該年齢層の顧客等

との関係で当該業務の円滑な遂行を図る必要から、特定の年齢層の労働者を対象として募集及び採用を

行う場合

6 芸術・芸能の分野における表現の真実性等の要請から、特定の年齢層の労働者を対象として募集及び

採用を行う場合

7 労働災害の発生状況等から、労働災害の防止や安全性の確保について特に考慮する必要があるとされ

る業務について、特定の年齢層の労働者を対象として募集及び採用を行う場合

8 体力、視力等加齢に伴い、その機能が低下するものに関して、採用後の勤務期間等の関係からその機

能が一定水準以上であることが業務の円滑な遂行に不可欠であるとされる当該業務について、特定の年

齢以下の労働者について募集及び採用を行う場合

9 行政機関による指導、勧奨等に応じる等行政機関の施策を踏まえて中高年齢者に限定して募集及び採

用を行う場合

10 労働基準法（昭和22年法律第49号）等の法令の規定により、特定の年齢層の労働者の就業等が禁止

又は制限されている業務について、当該禁止又は制限されている年齢層の労働者を除いて募集及び採用

を行う場合
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（1）はじめに

事業主の皆様が、一定の年齢（65歳以下のものに限る。）を下回ることを条件とした求

人申込みを行おうとする場合は、本当にその年齢制限が必要か否か、求人の職務に高年齢

者を活用することが真に困難か否かについて改めて考えてみましょう。

（2）「やむを得ない理由」か否かの確認について

次に、どうしても年齢制限を行わざるを得ないと判断した場合は、年齢指針の年齢制限

が例外的に認められる1～10の場合のいずれに該当するかを確認してみましょう。

（3）やむを得ない理由を記載する際の留意事項について

年齢指針の1～10の場合に該当すると判断した場合でも、単に年齢指針の番号を記載

するのではなく、できる限り年齢制限をせざるを得ない個別企業の事情に応じた具体的な

理由の記載をしてください。

このため、年齢指針の1～10の場合に該当する求人を公共職業安定所や職業紹介事業

者に申込む際には、次ページ以降に示されているそれぞれの指針内容ごとの留意事項を参

考に具体的に記載してください。

また、新聞、雑誌等を利用して、労働者を募集・採用する際も同様に記載することが望

まれます。

－ 4 －

3 「やむを得ない理由」の記載のポイント

「年齢制限が認められる場合」に該当しない不合理な理由や偏見による年齢制限は行わな

いようにしてください。

「不合理な理由による年齢制限」と考えられる代表的な例

●高齢者は柔軟性・協調性・適応能力に欠ける

●高齢者は意欲・気力に欠ける

●高齢者は使いにくい

●中高年は定着率が低い

●上司が年下である

●年輩者には補助的な仕事が頼みにくい　　　　　等

柔軟性・協調性などは個々人ごとに異なります。また、年下の上司であることについ

ては、事前の説明で労働者が納得した上で雇い入れることによりスムーズに対応を図る

ことも可能です。

「年齢で一律」にではなく、「個々の労働者の適性・能力」に着目して募集・採用を

行っていただくようお願いします。
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－ 5 －

① 年齢指針第三の一に掲げる場合（新規学卒者等を募集及び採用する場合）

新規学卒者等を募集対象としており、期間の定めがない労働契約であるこ

とが明らかになるように記載してください。

【記載例】「期間の定めのない労働契約で新規学卒者と併せて同一募集枠での

募集のため」

② 年齢指針第三の二に掲げる場合（技能・ノウハウ等の継承の観点から、労
働者の年齢構成を維持・回復させる場合）

募集対象となる年齢層が不足している又は募集対象以外の年齢層が大半で

あることが明らかであり、また、企業の事業活動の継続や技能、ノウハウ等、

企業における継承が必要な業務であることを明らかになるよう記載してくだ

さい（例えば、データの入力作業など単純業務であって、継承が必要とは判

断できない業務は該当しません。）。

【記載例】「企業の事業活動継続させる上で、特に30歳代が著しく不足する

ため」

③ 年齢指針第三の三に掲げる場合（定年年齢等との関係から雇用期間が短期
に限定される場合）

最高雇用年齢と、必要とされる能力を有効に発揮するために必要とされる

期間又は職業能力を形成するために必要とされる期間との関係が明らかにな

るよう記載してください（短期間で習得可能な業務であったり、期間を定め

た労働契約など定年制等の適用を受けない募集は該当しません。）。

【記載例】「65歳定年の下、この業務の職業能力を習熟するために必要な約2

年を含め、最低5年働ける方を募集するため」
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－ 6 －

④ 年齢指針第三の四に掲げる場合（既に働いている他の労働者の賃金額に変
更を生じさせることになる就業規則の変更を要する場合）

根拠となる就業規則の内容と賃金との関係を明らかになるよう記載してく

ださい。

【記載例】「就業規則上、支払い賃金と年齢とが連動しており、求人条件の給

与額に相当する30歳代の方を募集するため」

⑤ 年齢指針第三の五に掲げる場合（商品やサービスの特性により顧客等との
関係から業務を円滑に遂行する要請がある場合）

商品・サービスの販売・提供に当たり必要な業務の内容と特定の年齢層で

なければならないこととの関係が明らかになるよう記載してください。

【記載例】「若年者向けの洋服の販売に当たり、宣伝を兼ねその商品を着用し

て店舗にでることから、30歳代までの方を募集するため」

⑥ 年齢指針第三の六に掲げる場合（芸術・芸能の分野における表現の真実性
等の要請がある場合）

具体的な業務の内容を記載してください。

【記載例】「芸術・芸能において、大学生役を表現するためには、現実にも30

歳代までの方であることが必要であるため」

⑦ 年齢指針第三の七に掲げる場合（労働災害の防止等の観点から特に考慮す
る必要がある場合）

根拠となる当該業務に関する事実、統計や経験と年齢との関係を記載して

ください。

【記載例】「○○歳以上において、当該業務の危険が○○から○○程度増大す

ることが○○統計により明確になっているため」
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－ 7 －

⑧ 年齢指針第三の八に掲げる場合（体力、視力等加齢に伴い機能が低下するも
のが採用後の勤務期間を通じ一定水準以上であることが不可欠な業務の場合）

業務の内容と必要とされる能力との関係が明らかになるよう記載するとと

もに、業務に必要とされる能力が、社会通念上、加齢に伴いその機能が低下

するものであることを明記してください。

※ 職務上の身体的能力は大きな個人差があることから、必要とされている

能力について可能な限り具体的に記載していただくようお願いします。

【記載例】「短時間に大量の製品を見て欠陥を見つける業務であり、視力の衰

えが、当該業務の遂行に決定的な影響を与えるため」

「長時間（約7時間）の立ち仕事なので持久力が必要であり、持久

力の衰えは、当該業務の遂行に決定的な影響を与えるため」

「長時間トラックを運転し、重い荷物（○○kg程度）を上げ下ろし

する業務であるため、当該業務を継続していくためには、持久力と

筋力が必要であるため」

⑨ 年齢指針第三の九に掲げる場合（行政の施策を踏まえて中高年齢者の募集
及び採用を行う場合）

当該行政機関の施策の内容を明らかにして、募集対象が中高年齢者である

ことを記載してください。

【記載例】「中高年齢者の雇用の促進を目的とする○○助成金の支給対象を踏

まえて、中高年齢者に限定して募集するため」

※ なお、年齢指針第三の十に掲げる場合（労働基準法等法令の規定により年齢制限が設けら

れている場合）については、上限年齢を設定する求人は想定されません。
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事業主は、労働者の募集及び採用の際に、やむを得ない理由により年齢制限をする場合には、

労働者の募集及び採用の際に使用する書面又は電磁的記録に併せて記載又は記録する方法によ

り、その理由を提示しなければなりませんが、以下の場合に限り、理由提示の方法に関する特

例が設けられています。

－ 8 －

4 理由提示の方法に関する特例について

① 新聞や雑誌、広告等を活用して、労働者の募集及び採用を行う場合

で、求人広告紙面の制約により、詳細な情報の提供が難しいなどの理

由から、あらかじめ当該広告等にやむを得ない理由を提示することが

困難な場合

事業主は、求職者の求めに応じて、遅滞なく、次のいずれかの方法

により当該理由を示すことができることとしております。

（1） 書面の交付の方法

（2） 電子メールやFAXの送信、ホームページへの掲示等求職者が記

録された電磁的記録を出力することにより書面を作成することが

できるもの

② 口頭により労働者の募集及び採用を行う場合など、労働者の募集及

び採用の際に使用する書面又は電磁的記録がない場合

〔理由提示の方法に関する特例〕

dd

H16.12
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正誤表

・パンフレット名

「事業主の皆様へ 求職活動支援書の作成・交付の義務化について」

・正誤箇所

①Ｐ－１４ 再就職支援給付金（１）支給対象者

（誤）

民間の職業紹介事業者を活用した再就職支援のための費用を負担し、再就職援助計

画又は求職活動支援書等の対象者の離職日から３か月以内（雇用調整方針の支援対象

者とされる労働者については、当分の間、離職の日から 以内）に再就職を実３６か月

現した認定事業主又は提出事業主

（正）

民間の職業紹介事業者を活用した再就職支援のための費用を負担し、再就職援助計

画又は求職活動支援書等の対象者の離職日から３か月以内（雇用調整方針の支援対象

者とされる労働者については、当分の間、離職の日から 以内）に再就職を実現６か月

した認定事業主又は提出事業主

②Ｐ－１４ 再就職支援給付金（２）支給額

（追加）

中小企業事業主以外の事業主：再就職に係る支援の委託に要する費用の１／４（１人

当たり３０万円を限度とし、支給対象人数は同一の計

画書等につき３００人を上限）

③Ｐ－１５ 定着講習支援給付金（１）支給対象者

（誤）

再就職援助計画又は求職活動支援書等の対象者を離職日から３か月以内（雇用調整

、 、 ）方針の支援対象者とされる労働者については 当分の間 離職の日から 以内３６か月

に雇い入れ、早期定着を図るための講習を実施する事業主

（正）

再就職援助計画又は求職活動支援書等の対象者を離職日から３か月以内（雇用調整

方針の支援対象者とされる労働者については、当分の間、離職の日から 以内）６か月

に雇い入れ、早期定着を図るための講習を実施する事業主

④Ｐ－１５ 定着講習支援給付金（２）支給額

（誤）

・講習期間が２週間以上： 当たり１０万円２人

（正）

・講習期間が２週間以上： 当たり１０万円１人
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（参考） 
 
○「高年齢者等の雇用の安定等に関する法律」（昭和４６年法律第６８号）（抜粋） 
 
（高年齢者雇用確保措置） ※平成１８年４月１日から施行 
第９条 定年（６５歳未満のものに限る。以下この条において同じ。）の定めをしている事業

主は、その雇用する高年齢者の６５歳までの安定した雇用を確保するため、次の各号に掲

げる措置（以下「高年齢者雇用確保措置」という。）のいずれかを講じなければならない。 
一 当該定年の引上げ 
二 継続雇用制度（現に雇用している高年齢者が希望するときは、当該高年齢者をその定

年後も引き続いて雇用する制度をいう。以下同じ。）の導入 
三 当該定年の定めの廃止 
２ 事業主は、当該事業所に、労働者の過半数で組織する労働組合がある場合においてはそ

の労働組合、労働者の過半数で組織する労働組合がない場合においては労働者の過半数を

代表する者との書面による協定により、継続雇用制度の対象となる高年齢者に係る基準を

定め、当該基準に基づく制度を導入したときは、前項第二号に掲げる措置を講じたものと

みなす。 
 
附則 
（高年齢者雇用確保措置に関する特例等） 
第４条 次の表の上欄に掲げる期間における第九条第一項の規定の適用については、同

項中「６５歳」とあるのは、同表の上欄に掲げる区分に応じそれぞれ同表の下欄に掲

げる字句とする。 
平成１８年４月１日から平成１９年３月３１日まで ６２歳 
平成１９年４月１日から平成２２年３月３１日まで ６３歳 
平成２２年４月１日から平成２５年３月３１日まで ６４歳 
２ 定年（６５歳未満のものに限る。）の定めをしている事業主は、平成２５年３月３１

日までの間、当該定年の引上げ、継続雇用制度の導入又は改善その他の当該高年齢者

の６５歳までの安定した雇用の確保を図るために必要な措置を講ずるように努めなけ

ればならない。  
 
第５条 高年齢者雇用確保措置を講ずるために必要な準備期間として、高年齢者等の雇

用の安定等に関する法律の一部を改正する法律（平成１６年法律第１０３号）附則第

１条第２号に掲げる規定の施行の日から起算して３年を経過する日以後の日で政令で

定める日までの間、事業主は、第９条第２項に規定する協定をするため努力したにも

かかわらず協議が調わないときは、就業規則その他これに準ずるものにより、継続雇

用制度の対象となる高年齢者に係る基準を定め、当該基準に基づく制度を導入するこ

とができる。この場合には、当該基準に基づく制度を導入した事業主は、第９条第１

項第二号に掲げる措置を講じたものとみなす。  
２ 中小企業の事業主（その常時雇用する労働者の数が政令で定める数以下である事業

主をいう。）に係る前項の規定の適用については、前項中「３年」とあるのは「５年」

とする。  
３ 厚生労働大臣は、第１項の政令で定める日までの間に、前項の中小企業における高

年齢者の雇用に関する状況、社会経済情勢の変化等を勘案し、当該政令について検討

を加え、必要があると認めるときは、その結果に基づいて所要の措置を講ずるものと

する。 
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（求職活動支援書の作成等） ※平成１６年１２月１日から施行 
第１７条 事業主は、厚生労働省令で定めるところにより、解雇（自己の責めに帰すべき理

由によるものを除く。）その他これに類するものとして厚生労働省令で定める理由（以下「解

雇等」という。）により離職することとなつている高年齢者等が希望するときは、その円滑

な再就職を促進するため、当該高年齢者等の職務の経歴、職業能力その他の当該高年齢者

等の再就職に資する事項（解雇等の理由を除く。）として厚生労働省令で定める事項及び事

業主が講ずる再就職援助の措置を明らかにする書面（以下「求職活動支援書」という。）を

作成し、当該高年齢者等に交付しなければならない。 
 
（募集及び採用についての理由の提示等） ※平成１６年１２月１日から施行 
第１８条の２ 事業主は、労働者の募集及び採用をする場合において、やむを得ない理由に

より一定の年齢（６５歳以下のものに限る。）を下回ることを条件とするときは、求職者に

対し、厚生労働省令で定める方法により、当該理由を示さなければならない。 
 
第４２条 ※平成１６年１２月１日から施行 
２ シルバー人材センターは、労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の就業条

件の整備等に関する法律（昭和６０年法律第８８号。以下「労働者派遣法」という。）第５

条第１項の規定にかかわらず、厚生労働省令で定めるところにより、厚生労働大臣に届け

出て、前項第４号の業務として、その構成員である高年齢退職者のみを対象として労働者

派遣法第２条第４号に規定する一般労働者派遣事業（以下「一般労働者派遣事業」という。）

を行うことができる。 
 
 
○ 高年齢者等の雇用の安定等に関する法律施行令（昭和５１年政令第２５２号）（抜粋） 
 
附 則 ※平成１８年４月１日から施行 
１～３ （略） 
４ 法附則第５条第１項の政令で定める日は、平成２１年３月３１日とする。 
５ 法附則第５条第２項の政令で定める数は、３００人とする。 
６ 法附則第５条第２項において読み替えて適用する同条第１項の政令で定める日は、平成

２３年３月３１日とする。 
 
 
○ 高年齢者等の雇用の安定等に関する法律施行規則（昭和４６年労働省令第２４号）（抜粋） 
 
（求職活動支援書の作成等） ※平成１６年１２月１日から施行 
第６条の３ 事業主は、法第１７条第１項の求職活動支援書（以下「求職活動支援書」とい

う。）を作成する前に、離職することとなつている対象高年齢者等（以下「高年齢離職予定

者」という。）に共通して講じようとする再就職援助の措置の内容について、当該求職活動

支援書に係る事業所に、労働者の過半数で組織する労働組合がある場合においてはその労

働組合の、労働者の過半数で組織する労働組合がない場合においては労働者の過半数を代

表する者の意見を聴くものとする。 
２ 事業主は、高年齢離職予定者の決定後速やかに、求職活動支援書の交付についての本人

の希望を聴いて、これを作成し、交付するものとする。 
３ 事業主は、求職活動支援書の作成に当たつては、あらかじめ、当該求職活動支援書に係

る高年齢離職予定者の再就職及び在職中の求職活動に関する希望の内容を聴くものとする。 
４ 法第１７条第１項の厚生労働省令で定める事項は、次のとおりとする。 
一 高年齢離職予定者の氏名、年齢及び性別 
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二 高年齢離職予定者が離職することとなる日（離職することとなる日が決定していない

場合には離職することとなる時期） 
三 高年齢離職予定者の職務の経歴（従事した主な業務の内容、実務経験、業績及び達成

事項を含む。） 
四 高年齢離職予定者が有する資格、免許及び受講した講習 
五 高年齢離職予定者が有する技能、知識その他の職業能力に関する事項 
六 前三号に掲げる事項のほか、高年齢離職予定者が職務の経歴等を明らかにする書面を

作成するに当たつて参考となる事項その他の再就職に資する事項 
 
第６条の４ 法第１７条第２項の規定による再就職援助担当者の業務は、次のとおりとする。 
一 高年齢離職予定者に係る求人の開拓及び求人に関する情報の収集並びにこれらによつ

て得た求人に関する情報の高年齢離職予定者に対する提供 
二 高年齢離職予定者に対する再就職を容易にするために必要な相談の実施 
三 高年齢離職予定者の再就職の援助に関する公共職業安定所、公共職業能力開発施設等

との連絡 
四 前三号に掲げるもののほか、高年齢離職予定者の再就職の援助のために必要な業務 

２ 事業主は、再就職援助担当者に、その業務の遂行に係る基本的な事項について、求職活

動支援書に係る事業所に、労働者の過半数で組織する労働組合がある場合においてはその

労働組合の、労働者の過半数で組織する労働組合がない場合においては労働者の過半数を

代表する者の意見を聴いてその業務を行うようにさせるものとする。 
 
（法第１８条の２第１項の厚生労働省令で定める方法） ※平成１６年１２月１日から施行 
第６条の５ 法第１８条の２第１項の厚生労働省令で定める方法は、同項に規定する理由（第

３項において「理由」という。）を労働者の募集及び採用の用に供する書面又は電磁的記録

（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によつては認識することができない方式で作ら

れる記録であつて、電子計算機による情報処理の用に供されるものをいう。以下この条に

おいて同じ。）に併せて記載又は記録する方法とする。 
２ 前項の書面又は電磁的記録には、次の各号に掲げるものを含むものとする。 
一 公共職業安定所又は職業安定法（昭和２２年法律第１４１号）その他の法律の規定に

よる許可を受けて、若しくは届出をして、職業紹介を行う者に事業主が求人を申し込む

場合における当該求人の申込みの内容を記載し、又は記録したもの 
二 職業安定法その他の法律の規定による許可を受けて、又は届出をして、事業主がその

被用者以外のものに委託して労働者の募集を行う場合における当該委託に係る募集の内

容を記載し、又は記録したもの 
三 職業安定法第４５条の規定により労働者供給事業を行うものから事業主が労働者供給

を受けようとする場合における供給される労働者が従事すべき業務の内容等を当該労働

者供給事業者に対して明らかにしたもの 
３ 第１項の規定にかかわらず、新聞、雑誌その他の刊行物に掲載する広告その他これに類

する方法により労働者の募集及び採用を行う場合又は第１項の書面若しくは電磁的記録が

ない場合において、あらかじめ同項の方法により理由を提示することが困難なときは、求

職者の求めに応じて、遅滞なく、次のいずれかの方法により理由を示すことができる。 
一 書面の交付の方法 
二 電子情報処理組織（事業主の使用に係る電子計算機と、求職者の使用に係る電子計算

機とを電気通信回線で接続した電子情報処理組織をいう。）を使用する方法その他の情報

通信の技術を利用する方法であつて、求職者が当該方法により記録された電磁的記録を

出力することによる書面を作成することができるもの 
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